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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資損益につきましては、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、第64期第２四半期累計期間は希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため、第64期第２四半期会計期間、第65期第２四半期累計期間及び第65期

第２四半期会計期間は潜在株式が存在しないため、第64期は１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

  

 

回次 
第64期 

前第２四半期 

累計期間 

第65期 

当第２四半期 

累計期間 

第64期 

前第２四半期 

会計期間 

第65期 

当第２四半期 

会計期間 
第64期 

会計期間 

自 平成20年

  ４月１日 

至 平成20年 

  ９月30日 

自 平成21年

  ４月１日 

至 平成21年 

  ９月30日 

自 平成20年

  ７月１日 

至 平成20年 

  ９月30日 

自 平成21年 

  ７月１日 

至 平成21年 

  ９月30日 

自 平成20年

  ４月１日 

至 平成21年 

  ３月31日 

売上高（千円） 7,069,340 6,018,605 3,501,869 2,922,648 14,512,521 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
18,018 △198,030 10,151 △116,583 △22,623 

四半期純利益又は四半期（当

期）純損失（△）（千円） 
13,552 △176,817 9,350 △117,654 △146,964 

持分法を適用した場合の投資利

益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） － － 1,236,114 1,236,114 1,236,114 

発行済株式総数（株） － － 17,825,050 17,825,050 17,825,050 

純資産額（千円） － － 10,759,256 10,231,457 10,394,540 

総資産額（千円） － － 18,421,888 18,023,632 17,925,017 

１株当たり純資産額（円） － － 625.44 594.76 604.24 

１株当たり四半期純利益金額又

は四半期（当期）純損失金額

（△）（円） 
0.79 △10.28 0.54 △6.84 △8.54 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 3.00 3.00 3.00 3.00 6.00 

自己資本比率（％） － － 58.4 56.8 58.0 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
555,765 594,767 － － 1,000,188 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
△23,747 △32,910 － － △663,608 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
△8,202 82,810 － － △116,522 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ － 1,546,359 1,887,269 1,242,601 

従業員数（人） － － 744 746 732 



２【事業の内容】 

当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当第２四半期会計期間において、関係会社の状況の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

  

（平成21年９月30日現在）

従業員数（人） 746 [177] 



第２【事業の状況】
 

１【生産、受注及び販売の状況】 

以下の各項目の記載金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(1) 生産実績 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

(2) 受注実績 

① 受注高 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

② 受注残高 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

(3) 販売実績 

  

 

区分 

前第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 前年同四半期比（％） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,680,108

456,242 

381,268 

2,194,173

367,638 

366,082 

81.9

80.6 

96.0 

計 3,517,619 2,927,893 83.2 

区分 

前第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 前年同四半期比（％） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,694,778 

491,724 

323,851 

2,317,625 

435,041 

370,344 

86.0 

88.5 

114.4 

計 3,510,355 3,123,011 89.0 

区分 
前第２四半期会計期間末 

（平成20年９月30日） 
当第２四半期会計期間末 

（平成21年９月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 前年同四半期比（％）

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

1,431,840 

273,049 

132,062 

1,163,518 

304,819 

183,777 

81.3 

111.6 

139.2 

計 1,836,952 1,652,115 89.9 

区分 

前第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 前年同四半期比（％） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,656,989 

465,592 

379,287 

2,190,962 

364,162 

367,522 

82.5 

78.2 

96.9 

計 3,501,869 2,922,648 83.5 



２【事業等のリスク】 

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第２四半期会計期間におけるわが国の経済は、昨年秋以降の世界的な金融危機を背景とした景気後退の影響を

受ける中、一部に回復傾向が見られたものの、企業収益や設備投資が減少したほか、依然として雇用・所得環境は

厳しさを増しており、個人消費は低迷するなど、先行き不透明なまま推移いたしました。 

印刷業界におきましては、企業業績の悪化による広告宣伝費の圧縮や、原材料価格の高止まり等の影響を受ける

など、経営環境は極めて厳しい状況が続きました。 

このような事業環境の中で当社は、「業績向上の年」を会社の年度方針として、設備の合理化投資を図るととも

に、顧客開拓や深耕営業、更なるコスト低減を推進してまいりました。 

しかしながら、景気低迷により得意先各社において広告宣伝費が大幅に抑制されたことや、受注競争の一層の激

化により受注単価が更に下落したことなどの影響により、予想以上に厳しい結果となりました。 

売上の部門別では、一般商業印刷物は、カタログや折込チラシなどが前第２四半期会計期間を下回り21億90百万

円（前年同期比17.5％減）、出版印刷物は３億64百万円（同21.8％減）、包装印刷物は３億67百万円（同3.1％

減）となりました。 

以上の結果、売上高は29億22百万円（前年同期比16.5％減）、営業損失は１億27百万円（前年同期は営業損失９

百万円）、経常損失は１億16百万円（前年同期は経常利益10百万円）、四半期純損失は１億17百万円（前年同期は

四半期純利益９百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第１四半期会計期間末と比べて１億86

百万円増加し、当第２四半期会計期間末には18億87百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間において営業活動による資金の増加は、前第２四半期会計期間と比べて１億10百万円減少

し、２億68百万円となりました。これは、原材料の仕入・外注費の支出が３億31百万円減少しましたが、営業収入

が５億23百万円前第２四半期会計期間と比べて減少したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間において投資活動による資金の増加は、前第２四半期会計期間と比べて１億37百万円増加

し、１億41百万円となりました。これは、投資有価証券の売却及び償還による収入が１億26百万円前第２四半期会

計期間と比べて増加したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間において財務活動による資金の減少は、前第２四半期会計期間と比べて３百万円増加し、

２億22百万円となりました。これは、配当金の支払額が２百万円減少しましたが、リース債務の返済による支出が

５百万円前第２四半期会計期間と比べて増加したこと等によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、25百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】
 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

なお、当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった本社工場（岐阜県大垣市）のＡ横全

判オフセット輪転印刷機及び付属設備の導入については、平成21年８月に完了しております。 

  

  



第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(5) 【大株主の状況】 

（注）当社は自己株式622千株（3.49％）を所有しておりますが、上記大株主から除いております。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数（株） 

(平成21年９月30日) 

提出日現在発行数（株）

(平成21年11月13日) 

上場金融商品取引所名 

又は登録認可金融 

商品取引業協会名 
内容 

普通株式 17,825,050 17,825,050 ジャスダック証券取引所 単元株式数100株 

計 17,825,050 17,825,050 － － 

年月日 
発行済株式総

数増減数 

（株） 

発行済株式総

数残高（株） 
資本金増減額

（千円） 
資本金残高 

（千円） 
資本準備金増

減額（千円） 
資本準備金残

高（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
－ 17,825,050 － 1,236,114 － 1,049,534 

（平成21年９月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％） 

有限会社デンコウ 岐阜県大垣市禾森町４丁目１９３１番地５ 1,943 10.90 

株式会社大垣共立銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

岐阜県大垣市郭町３丁目９８番地 

（東京都中央区晴海１－８－１２ 晴海アイ

ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟） 

857 4.80 

田中 義一 名古屋市中村区 716 4.01 

田中 良幸 岐阜県大垣市 648 3.63 

田中 勝英 岐阜県大垣市 646 3.62 

田中 尚安 岐阜県大垣市 643 3.61 

田中 茂宏 岐阜県大垣市 605 3.39 

田中 和子 岐阜県大垣市 543 3.04 

サンメッセ従業員持株会 岐阜県大垣市久瀬川町７丁目５－１ 519 2.91 

田中 尚一郎 東京都杉並区 268 1.50 

計 － 7,391 41.46 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社所有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、株式会社証券保管振替機構名義の株式 1,100株が含まれてお

り、同欄の議決権の数には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

(1) 役職の異動 

  

  

（平成21年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（注１） 
普通株式  622,400 － － 

完全議決権株式（その他） 

（注２） 
普通株式 17,200,000 172,000 － 

単元未満株式 普通株式   2,650 － － 

発行済株式総数 17,825,050 － － 

総株主の議決権 － 172,000 － 

（平成21年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株） 
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

サンメッセ株式会社 岐阜県大垣市久瀬川町

７丁目５番地の１ 
622,400 － 622,400 3.49

計 － 622,400 － 622,400 3.49 

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 464 423 440 439 445 461 

最低（円） 372 410 400 395 410 380 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
執行役員 

営業本部長兼 

公共営業部長 
取締役 

執行役員 

営業本部長 
松井 巌 平成21年７月１日 

取締役 
執行役員 

購買本部長兼 

購買部長 
取締役 

執行役員 

マーケティング 

開発部長 
今井 稔 平成21年７月１日 



第５【経理の状況】
 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４

月１日から平成20年９月30日まで）は改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成21年

７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

は改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財

務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第２四半期会計期間（平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマ

ツとなっております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

  

  

資産基準 0.5% 

売上高基準 1.3% 

利益基準 4.8% 

利益剰余金基準 0.1% 



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,937,269 1,272,601

受取手形及び売掛金 2,707,246 3,447,315

有価証券 100,160 200,380

製品 94,005 101,381

仕掛品 321,909 240,407

原材料及び貯蔵品 98,412 118,663

繰延税金資産 125,000 167,000

その他 44,633 37,515

貸倒引当金 △66,171 △83,243

流動資産合計 5,362,464 5,502,021

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  2,413,274 ※1  2,471,265

機械及び装置（純額） ※1  2,906,624 ※1  2,755,622

土地 3,832,737 3,840,535

その他（純額） ※1  346,404 ※1  313,989

有形固定資産合計 9,499,041 9,381,411

無形固定資産 87,777 68,995

投資その他の資産   

投資有価証券 2,058,794 2,017,532

繰延税金資産 785,000 717,000

その他 485,410 505,453

貸倒引当金 △254,855 △267,396

投資その他の資産合計 3,074,349 2,972,589

固定資産合計 12,661,168 12,422,996

資産合計 18,023,632 17,925,017



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,605,931 1,887,658

短期借入金 2,290,000 2,120,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 50,000

未払法人税等 14,000 15,000

賞与引当金 189,000 274,000

設備関係未払金 507,060 51,286

その他 643,579 729,808

流動負債合計 5,349,571 5,127,754

固定負債   

長期借入金 50,000 100,000

退職給付引当金 1,963,228 1,926,015

役員退職慰労引当金 265,045 269,474

その他 164,330 107,233

固定負債合計 2,442,603 2,402,722

負債合計 7,792,175 7,530,476

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,236,114 1,236,114

資本剰余金 1,049,534 1,049,534

利益剰余金 8,089,128 8,317,554

自己株式 △405,195 △405,195

株主資本合計 9,969,582 10,198,008

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 261,874 196,532

評価・換算差額等合計 261,874 196,532

純資産合計 10,231,457 10,394,540

負債純資産合計 18,023,632 17,925,017



(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 7,069,340 6,018,605

売上原価 5,786,795 5,095,703

売上総利益 1,282,545 922,902

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 203,630 174,043

貸倒引当金繰入額 50,653 －

給料及び手当 467,389 469,877

賞与引当金繰入額 113,836 61,942

退職給付引当金繰入額 34,222 31,961

役員退職慰労引当金繰入額 7,404 7,571

その他 436,579 406,531

販売費及び一般管理費合計 1,313,714 1,151,928

営業損失（△） △31,169 △229,026

営業外収益   

受取利息 1,685 1,202

受取配当金 21,598 17,280

不動産賃貸料 32,878 31,116

作業くず売却益 17,833 6,204

その他 15,043 13,120

営業外収益合計 89,039 68,925

営業外費用   

支払利息 18,279 17,280

不動産賃貸費用 17,598 16,612

その他 3,972 4,038

営業外費用合計 39,851 37,930

経常利益又は経常損失（△） 18,018 △198,030

特別利益   

固定資産売却益 418 165

投資有価証券売却益 31,245 27,663

貸倒引当金戻入額 － 28,559

未払金戻入益 20,314 －

その他 5,953 －

特別利益合計 57,930 56,387

特別損失   

固定資産売却損 9,543 13,348

固定資産廃棄損 11,228 23,966

投資有価証券評価損 － 46,013

減損損失 － 7,797

その他 1,017 2,567

特別損失合計 21,789 93,692

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 54,159 △235,335

法人税、住民税及び事業税 22,613 5,653

法人税等調整額 17,993 △64,170

法人税等合計 40,606 △58,517

四半期純利益又は四半期純損失（△） 13,552 △176,817



【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 3,501,869 2,922,648

売上原価 2,887,149 2,501,709

売上総利益 614,720 420,939

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 101,751 85,260

給料及び手当 232,355 230,464

賞与引当金繰入額 49,273 16,574

退職給付引当金繰入額 17,236 16,254

役員退職慰労引当金繰入額 3,789 3,818

その他 219,793 196,116

販売費及び一般管理費合計 624,198 548,488

営業損失（△） △9,478 △127,549

営業外収益   

受取利息 1,091 750

受取配当金 1,866 1,376

不動産賃貸料 16,757 15,991

作業くず売却益 10,203 3,643

その他 9,681 8,020

営業外収益合計 39,600 29,781

営業外費用   

支払利息 9,733 8,712

不動産賃貸費用 8,799 8,305

その他 1,438 1,796

営業外費用合計 19,971 18,815

経常利益又は経常損失（△） 10,151 △116,583

特別利益   

固定資産売却益 418 165

投資有価証券売却益 31,243 27,663

貸倒引当金戻入額 － 16,301

その他 5,516 －

特別利益合計 37,178 44,130

特別損失   

固定資産売却損 8,889 13,348

固定資産廃棄損 10,059 4,590

投資有価証券評価損 － 43,968

減損損失 － 7,797

その他 1,017 2,442

特別損失合計 19,967 72,145

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 27,362 △144,599

法人税、住民税及び事業税 19,554 3,214

法人税等調整額 △1,543 △30,159

法人税等合計 18,011 △26,944

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,350 △117,654



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

営業収入 7,930,090 7,066,804

原材料の仕入・外注費の支出 △3,766,874 △3,265,387

人件費の支出 △2,476,691 △2,363,872

その他の営業支出 △861,061 △783,781

小計 825,463 653,762

不動産賃貸料等の受取額 66,489 52,293

不動産賃貸支出の支払額 △5,698 △5,746

立替金等の支出 △414,089 △351,079

立替金等の回収による収入 422,671 345,977

消費税等の還付額 － 14,451

消費税等の支払額 △205,512 △112,634

法人税等の還付額 － 3,180

法人税等の支払額 △133,559 △5,437

営業活動によるキャッシュ・フロー 555,765 594,767

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △20,000

有形固定資産の取得による支出 △54,683 △182,176

有形固定資産の売却による収入 10,970 769

無形固定資産の取得による支出 △31,500 －

投資有価証券の取得による支出 △114,260 △28,320

投資有価証券の売却及び償還による収入 147,040 173,439

利息及び配当金の受取額 20,322 15,935

その他の支出 △4,463 △5,005

その他の収入 2,826 12,447

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,747 △32,910

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 500,000 400,000

短期借入金の返済による支出 △430,000 △230,000

リース債務の返済による支出 △2,926 △12,747

自己株式の取得による支出 △76 －

配当金の支払額 △53,103 △51,826

利息の支払額 △22,097 △22,615

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,202 82,810

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 523,815 644,667

現金及び現金同等物の期首残高 1,022,543 1,242,601

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,546,359 ※1  1,887,269



【表示方法の変更】 

  

  

 

当第２四半期累計期間

（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日） 

（四半期損益計算書関係） 

特別損失 

前第２四半期累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価損」は、

特別損失の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期累計期間より区分掲記いたしました。なお、前第２四半期

累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は184千円であります。 

当第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 

（四半期貸借対照表関係） 

流動負債 

前第２四半期会計期間において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「設備関係未払金」は、重要

性が増加したため、当第２四半期会計期間より区分掲記いたしました。なお、前第２四半期会計期間の流動負債の

「その他」に含まれる「設備関係未払金」は182,866千円であります。 

（四半期損益計算書関係） 

1.特別利益 

前第２四半期会計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」は、特

別利益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期会計期間より区分掲記いたしました。なお、前第２四半期会

計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は2,521千円であります。 

2.特別損失 

前第２四半期会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価損」は、

特別損失の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期会計期間より区分掲記いたしました。なお、前第２四半期

会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は184千円であります。 



【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

  

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

（株主資本等関係） 

  

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30

日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 17,825千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式   622千株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるも

の 

  

 

当第２四半期会計期間末 

（平成21年９月30日） 
前事業年度末 

（平成21年３月31日） 

※1.有形固定資産減価償却累計額 

11,256,592千円

※1.有形固定資産減価償却累計額 

11,807,912千円

前第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日） 

※1. 現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,576,359千円

預入期間が３か月を超える定期

預金 
△30,000千円

現金及び現金同等物 1,546,359千円

※1. 現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,937,269千円

預入期間が３か月を超える定期

預金 
△50,000千円

現金及び現金同等物 1,887,269千円

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月22日 

取締役会 
普通株式 51,607 3.0 平成21年３月31日 平成21年６月10日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年11月４日 

取締役会 
普通株式 51,607 3.0 平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金 



（１株当たり情報） 

  

１．１株当たり純資産額 

（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入しております。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期累計期間は希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、当第２四半期累計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

当第２四半期会計期間末 

（平成21年９月30日） 
前事業年度末 

（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額  594.76円 １株当たり純資産額  604.24円 

  
当第２四半期会計期間末 

（平成21年９月30日） 
前事業年度末 

（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 10,231,457 10,394,540 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期会計期間末（事業年度末）

の純資産額（千円） 
10,231,457 10,394,540 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期会

計期間末（事業年度末）の普通株式の数（株） 
17,202,600 17,202,600 

前第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  0.79円 １株当たり四半期純損失金額  10.28円 

  
前第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 13,552 △176,817 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
13,552 △176,817 

普通株式の期中平均株式数（株） 17,202,837 17,202,600 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要 

旧商法に基づく新株予約権１種

類 

なお、平成20年６月30日に権利

行使期間が満了しております。 

  

前第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  0.54円 １株当たり四半期純損失金額  6.84円 

  
前第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 9,350 △117,654 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
9,350 △117,654 

普通株式の期中平均株式数（株） 17,202,795 17,202,600



２【その他】 

平成21年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

中間配当による配当金の総額・・・・・・・・51,607千円 

１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・３円 

支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成21年12月７日 

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

  

該当事項はありません。 

  

  



  

独立監査人の四半期レビュー報告書 

      

平成20年11月７日

サンメッセ株式会社 

  取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンメ

ッセ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第64期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施さ

れる質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、サンメッセ株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更１．(1)に記載されているとおり、会社は第１四

半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとなったため、この会計基準を適用し

四半期財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  監査法人 トーマツ   

    

  

指 定 社 員

業務執行社員  

  

公認会計士 松岡 正明 ㊞ 

    

  

指 定 社 員

業務執行社員  

  

公認会計士 石倉 平五 ㊞ 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

独立監査人の四半期レビュー報告書 

      

平成21年11月６日

サンメッセ株式会社 

  取 締 役 会 御中 

 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンメ

ッセ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第65期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年

７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施さ

れる質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、サンメッセ株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  有限責任監査法人 トーマツ   

    

  

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  

  

公認会計士 松岡 正明 ㊞ 

    

  

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  

  

公認会計士 石倉 平五 ㊞ 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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